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は じ め に 

わが国の種鶏ふ卵業は、採卵鶏及び肉用鶏の優良な素びなを生産し、これを養鶏農場に供給する

という養鶏産業にとって重要な役割を担い、その発展に努めている。 

 しかしながら、近年の養鶏産業をめぐる情勢は鳥インフルエンザ（ＡＩ）の発生や食中毒の原因

となるサルモネラ等による消費者の食の安全・安心に対する関心が高まっており、種鶏場やふ卵場

においては家きん疾病の侵入防止等衛生管理が重要な課題となっている。特に、ＡＩの感染は、中

国や東南アジアなどのアジア地域をはじめ、欧州にも広がりを見せており、わが国においても 2004

年に山口県、大分県、京都府に発生（Ｈ５Ｎ１）し、2005－6 年に茨城県、埼玉県（Ｈ５Ｎ２）、最

近では 2007 年 1 月に宮崎県、岡山県（Ｈ５Ｎ１）において発生し、わが国の養鶏産業に大きな影

響を及ぼしている。 

このような情勢のなか、2006 年のＥＵ諸国でのＡＩの感染は、我が国の原種鶏等の主要な輸入相

手国である、フランス、ドイツ、オランダ、英国などからの初生ひなの輸入が一時停止する事態が

生じた。 

わが国における採卵鶏及び肉用鶏の種鶏（ＰＳ）を生産する原種鶏（ＧＰ）の大部分は海外から

の輸入に依存していることから、ＧＰの初生ひなの輸入が一時的に停止されることは、わが国のひ

なの安定供給を担う種鶏ふ卵業界にとって極めて重要な問題となっている。 

このため、(社)日本種鶏孵卵協会は農林水産省の指導のもと、農業・食品産業競争力強化支援事

業のうち知識集約型産業創造対策事業において、海外でのＡＩ発生と初生ひな輸入停止による緊

急・非常事態に対応した原種鶏・種鶏の安定確保を図るため「ひなの安定確保確保対策事業推進委

員会」の下に「原種鶏･種鶏輸入対策専門委員会」、「種鶏長期飼育技術専門委員会」、「国産鶏利用

体制構築専門委員会」の３つの専門委員会を設けて対応策等について検討を行なってきた。 

この報告書は「国産鶏利用体制構築専門委員会」において、国内で改良した育種鶏の利用体制の

構築及び利用拡大を図る目的で「国産鶏利用体制構築への道」としてまとめたものである。 

今後、養鶏生産に係わる方々、鶏卵･鶏肉の処理・加工及び流通に係わる方々、消費者の方々に

広くご利用頂き、種鶏からの食料自給率向上、日本養鶏産業の安定的発展、国民の健康・生命維持

への貢献に資することを期待するものである。 

 

 

 

 

 

社団法人 日本種鶏孵卵協会 

国産鶏利用体制構築委員会 
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１ 国産鶏利用体制構築に向けた背景及び検討の視点 

（１）わが国における鶏の改良事業の変遷 

  養鶏の発展過程において、鶏の育種改良による能力の向上は、飼養・衛生管理技術の改善とと

もに、生産性向上の面で大きな役割を果たしてきた。 

  わが国における卵用鶏の改良は、大正期以降、民間育種家において実施され、世界でもトップ

レベルの鶏が作出されていたが、昭和 30 年代より海外から大規模飼育に適した斉一性の高い外

国銘柄鶏が輸入され、そのシェアを伸ばした。一方、肉用鶏については、卵用鶏及び卵肉兼用種

を肉用として利用する生産方式から、海外から産肉性の優れた肉用種を導入し、短期間で肥育し

て出荷する生産方式が急速に広まった。 

  この間、わが国独自の鶏の造成を行うべく、国(現独立行政法人家畜改良センター)、都道府県

及び民間が連携し、集団遺伝学に基づく系統造成、組合せ検定による卵用鶏及び肉用鶏(国産鶏)

のための育種改良事業を開始した。 

  以来、わが国の鶏改良は、能力的に外国銘柄鶏と遜色のない水準まで向上させることを目標に

実施してきたところであり、ブロイラーについては未だ能力的に外国銘柄鶏に比べ若干劣るもの

の、卵用鶏については殆ど遜色ない水準に達している。 

  また近年、肉用鶏については、消費者ニーズの多様化等に対応して、一般的なブロイラーとは

異なり、在来鶏等を利用した特長ある鶏の作出が全国各地で取り組まれており、これらの鶏作出

用の基礎鶏（在来鶏、在来鶏との交配用のブロイラー鶏種）の育種改良において、(独)家畜改良

センター、都道府県が大きな役割を果たしている。 

 

（２）国産鶏の改良増殖の現状 

   新たな鶏の改良体制を図１に示す。 

①卵用鶏 

  卵用鶏の改良増殖は、民間育種業者自らが系統造成から実用鶏(コマーシャル鶏)生産まで取り

組みを行っており、これに対し、(独)家畜改良センター岡崎牧場（以下「岡崎牧場」という）で

は系統造成、系統改良に共同研究を行っている。同時に系統組合せ検定、フィールド検定を岡崎

牧場や都道府県が協力して実施している。 

 

②肉用鶏 

  ブロイラーの改良増殖は、(独)家畜改良センター兵庫牧場（以下「兵庫牧場」という）が系統

造成、都道府県が組合せ検定及びフィールド検定を実施し、民間種鶏場が種鶏増殖、実用鶏生産

を行っている。 

  地鶏については、都道府県を中心に、自ら保有又は兵庫牧場から導入した在来鶏と、主に兵庫

牧場から導入した白色プリマスロック等ブロイラーに用いる種鶏を改良・交配して地鶏銘柄鶏を

作出し、各地域で利用普及を図る目的で協議会等組織化を図りながら普及の取り組みが行なわれ

ている。 

 

（３）検討の視点 

わが国にとって最も重要なことは、食の安全と食料の自給力向上にある。食料の大半を海外依

― 2 ―



図
１
 
新
た
な
鶏
の
改
良
体
制
 

地 鶏 等 の 改 良  

【
国
･
独
立
行
政
法
人
】
 

雄
系
統
(
在
来
鶏
)
の
造
成
 

【
家
畜
改
良
セ
ン
タ
ー
】

雌
系
統
(
ﾌ
ﾞ
ﾛ
ｲ
ﾗ
ｰ
鶏
種
)
の
造
成

【
都
道
府
県
】

組
合
せ
検
定
 

【
民
 
間
】
 

種
鶏
増
殖
 

ｺ
ﾏ
ｰ
ｼ
ｬ
ﾙ
鶏
生
産

地 鶏 銘 柄 鶏  

生 産 ・ 流 通 ・ 販 売 ・ 消 費 の 各 段 階 と 一 体 と な っ た 取 組 が 重 要  

ブ ロ イ ラ ー の 改 良

雄
系
統
の
造
成
 

雌
系
統
の
造
成
 

組
合
せ
検
定
 

種
鶏
増
殖
 

ｺ
ﾏ
ｰ
ｼ
ｬ
ﾙ
鶏
生
産

ブ ロ イ ラ ー

卵 用 鶏 の 改 良  

系
 
統
 
造
 
成
 

系
 
統
 
造
 
成
 

組
合
せ
検
定
 

種
鶏
増
殖
 

ｺ
ﾏ
ｰ
ｼ
ｬ
ﾙ
鶏
生
産

【
民
 
間
】
 

素
材
導
入
 

卵  用  鶏  

 
 

 

 複
数
県
で
の
広
域

連
携
も
検
討
 

新
技
術
の
活
用
等
に
よ
る

民
間
の
改
良
支
援
 

民
間
等
の
協
力
が
得
ら
れ
る

仕
組
み
も
検
討
 

大
学
及
び
関
係
団
体
等
を
含
め
た
各
関
係
機
関
の
広
域
的
連
携
を
推
進
す
る
た
め
、
鶏
改
良
推
進
中
央
協
議
会
の
機
能
を
強
化

― 3 ―



存する現状を改善し、国民の生命維持が出来る食料自給体制の構築が急務である。食料自給のも

とは「種」であり、「種」を国内で保持し自給することが食料生産の根本である。 

 国産鶏改良増殖利用拡大の目的使命は、国内に鶏の有用遺伝子を保持し、国内の育種技術を駆

使し、生産者・消費者のニーズに基づく卵用鶏・肉用鶏を育種改良・増殖し、特異性ある鶏種を

生産供給することにある。それが美味しい鶏卵・鶏肉の生産供給と相俟って、国民の安全・安心・

健康と生命維持に役立ち、日本の食文化を守り我が国農業・養鶏の振興に貢献するとともに、外

国鶏輸入停止等の非常事態において、ひなの安定供給に貢献する。 

 

①国産鶏の利用拡大及び種鶏の確保 

 ⅰ 国産鶏の利用拡大 

   国産鶏の普及が停滞している原因としては、育種・増殖規模の制約等により、外国鶏と同様

の経済形質及び斉一性の確保が困難であるとともに、大規模化する養鶏農家に対する供給能力

の不足等が考えられる。 

   しかしながら、わが国の消費・流通ニーズへの対応、食料の安定供給の観点からも、国内で

鶏の改良を行うことは重要であり、(独)家畜改良センター、都道府県、民間育種業者が国産鶏

の方向性について共通認識を持ち、広域的な連携による育種規模の拡大や改良の効率化を図る

とともに、民間種鶏場・ふ卵場の積極的な参画推進による一定の供給能力を確保する必要があ

る。 

   また、安定的な供給を確保するためには、生産・流通・販売・消費の各段階が一体となった

国産鶏普及の取り組みが重要である。 

 

ⅱ 国内種鶏の確保 

   海外での疾病発生等によるＧＰの輸入停止、国内原種鶏農場での事故等により国内の種鶏供

給が不安定化する可能性があり、それらに際しての(独)家畜改良センター及び民間が連携した

種鶏供給体制等について検討する必要がある。 

   また、改良関係機関で疾病が発生した場合、そこで維持されている重要な系統が失われる可

能性がある。特に、都道府県で改良されている在来鶏の中には、特定地域のみ存在する品種も

あることから、都道府県等で維持されている在来鶏の情報収集や、(独)家畜改良センター、都

道府県、民間が保有する重要な系統の分散維持等について検討する必要がある。 

②種鶏の輸入停止等緊急時の国産鶏の役割 

日本で飼育されている卵用鶏の 93％、肉用鶏の 99％は外国鶏で占めている。現在、世界各地

でＡＩが流行しており、それら発生国からの家禽類のひな・生鳥・生卵・生肉は輸入停止となる。

このような海外での異常事態による外国鶏輸入停止等の緊急時に対応できるのは国産鶏であり、

常に緊急時に対応できる国産鶏利用体制の構築が急務である。 

２ 国産鶏利用体制構築専門委員会 

 海外でＡＩの発生時のひなの安定確保対策の一環として、国内で改良した種鶏の利用体制の構築

及び利用拡大を検討するとともに、緊急時におけるひなの供給体制の対応策を作成する目的で「国

産鶏利用体制構築専門委員会」を設置し検討を行なった。 

― 4 ―



国産鶏利用体制構築への道 
 

１ 国産鶏の利用拡大及び種鶏の確保 

（１）育種改良及び増殖 

  

①改良増殖の方向性 

ⅰ 消費者・生産者に役立つ鶏種の作出 

   日本の環境で、日本の食文化に基づき、消費者・生産者・流通業者のニーズに応える育種を

進め、特異性ある卵用鶏・肉用鶏を作出する。 

 

ⅱ 分子生物学応用の育種改良 

   特定のＤＮＡ・遺伝子マーカーが特定の経済形質との関連があれば、効率の良い育種選抜に

応用する。 

ⅲ 環境保全・自給飼料利用度向上への配慮 

   地球環境保全のため、鶏排泄物の減量、排泄物中の窒素・リンの低減、米・麦・甘藷・食品

残渣（エコフィード）などの自給飼料利用度の向上と飼料要求率の改善に対処する。

ⅳ 清浄素びなの供給 

   食中毒サルモネラ菌、マイコプラズマ感染病菌(ＭＧ，ＭＳ)、鶏白血病ウイルス(ＡＬＶ)

を保有しない育種鶏・種鶏を確保し清浄素びなを供給する。 

 

②役割分担及び連携 

ⅰ 卵用鶏 

   卵用鶏の改良増殖に関しては、多くの改良対象形質について長期間の測定が必要である。国

産鶏が良質であることをもって消費者に受け入れられるためには、更により高い能力の種鶏や

良質な鶏卵の提示が必要である。このため、岡崎牧場は、民間種鶏場の行う種鶏改良に関する

役割分担、特に調査や測定など普遍的な分野での支援を行うことが重要である。 

   国産鶏の最大手育種場は、既に岡崎牧場と共同で育種事業を行っており、具体的な効果とし

て、（a）育種規模の拡大と経済能力向上、(b)ＧＰの分散保管等がある。 

一方、他の民間種鶏場や都道府県を通じた国内の小規模養鶏場向けの鶏種については、各社

各県の努力に加えて岡崎牧場による特殊系統等の造成と供給をすることによって国産卵用鶏

のすそ野拡大に貢献するものと考えられる。 

また、卵用種鶏の分散維持に関しては、既に民間種鶏場、家畜改良センター本所、岡崎牧場

及び特定の県との間で生体あるいは凍結精液による分散保管を実施中であり、岡崎牧場が公表

した都道府県との特殊鶏保持プログラムや鶏精液保管プログラムの実施も有効である。 

なお、鶏凍結精液技術に関しては、地鶏等の保存を目的とした県等への技術移転が進んでお

り、今後ともこのような手法による育種資源の分散維持が重要である。 

― 5 ―



 

ⅱ 肉用鶏 

  肉用鶏の改良増殖に関しては、経済性にも配慮しつつ肉質に優れたブロイラー作出を行うた

め、系統の造成を兵庫牧場が行い、組合せ検定等の能力検定は、兵庫牧場系統を利用している

都道府県を中心に分担して実施している。 

   こうした一方で民間の種鶏場や生産者等の協力が得られるような能力検定の仕組み等につ

いても検討することが重要である。 

我が国で唯一の国産鶏種「はりま」等については、そのコマーシャル鶏出荷羽数について平

成１３年度の普及開始から一貫して増加傾向で推移しているものの、現在のところ低水準にと

どまっており、国産肉用鶏のより効率的な生産体制を構築するためにも、一層の普及が望まれ

る。（こうしたシェア拡大は、種鶏の輸入停止の事態への対応する食料の安全保障の観点から

も極めて重要であり、「種鶏供給のバックアップ体制の構築」への転換もより容易になると考

えられる。） 

また、肉用種鶏の分散維持に関しては、兵庫牧場、都道府県、民間が育種改良及び増殖の広

域的な連携を進める中で、系統の分散維持の取り組みも併せて推進することが重要である。 

    特にわが国唯一の国産鶏種「はりま」については雌系の雌について、各都道府県の地鶏等の

生産の取り組みに多く利用されていることから、既に県及び民間において分散維持されており、

今後とも、こうした取り組み推進が重要である。なお、「はりま」の雄系及び雌系の雄につい

ては各県及び民間等での分散化があまり進んでいない状況にあり、家畜改良センター内部にお

いても、分散化を推進する必要がある。（一部岡崎牧場へ分散化を実施済み） 

ⅲ 地鶏 

地鶏については、地域ブランド確立のための特長づけ、遺伝的多様性の確保等の観点から、

都道府県は、自ら保有又は兵庫牧場から導入した在来鶏をもとに雄系統の改良を行い、それと

交配する雌系統の肉専用種の種鶏も兵庫牧場等で造成された種鶏を積極的に活用し、味・歯ご

たえ等の在来鶏の特長を生かしつつ、産肉性を向上させた地鶏銘柄鶏を作出する取組みが行わ

れている。 

なお、兵庫牧場においては、各都道府県等にアンケート調査等を行いながら、例えば軍鶏（シ

ャモ）等の特にニーズが高い品種に重点化した育種改良を進めており、各県と連携しながら、

各県等の保有する系統のデーターベース、ネットワーク等を構築し、効率的かつ安定的な生産

につながる系統の共同利用等の取り組みが行なわれている。 

 

ⅳ 改良増殖に関する研究機関、消費者との連携強化 

高品質な国産鶏の改良増殖を行うためには、より高度なレベルの改良が必要であり、そのた

めには改良を行っている当事者のレベルアップに加えて、ＤＮＡ育種等の高度な技術を持つ大

学や独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構畜産草地研究所等と連携協力して行くこと

が重要である。加えて鶏卵肉の最終需要者である消費者の参加も重要である。 

 

（２）国産鶏の普及 

①国産鶏普及協議会の役割 
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  国産鶏普及協議会は平成 11 年に国・県・民間の開発した優良国産鶏を官民一体となって普及

促進を図る目的で発足し今日に至っている。事業としては、（ⅰ）会員相互及び関係機関や団体

との連絡協調、（ⅱ）優良国産鶏の改良増殖普及に必要な知識や情報の交換、（ⅲ）優良国産鶏の

国内外への普及促進、（ⅳ）研究会・研修会の開催、教育及び関係資料の発行、(ⅴ)国産実用鶏

及び普及候補実用鶏（種鶏も含む）の性能調査及び表彰、（ⅵ）鶏卵及び鶏肉の計画的生産と消

費促進、を掲げて活動している。 

 現在の国産鶏普及協議会の概要は表１の通りである。 

②消費者団体(生協連)の役割 

  国産鶏の鶏卵・鶏肉を取り組む生協連の一つに生活クラブ生協連合会がある。 

 本生協は「安全・健康・環境」生活クラブ原則を掲げ、この原則を追求している。 

生活クラブ原則は、（ⅰ）消費材の安全性の追求、（ⅱ）食の自給力を高める、（ⅲ）有害物質の

削減、（ⅳ）自然資源の持続可能な使用、（ⅴ）ごみの削減とリユース、（ⅵ）エネルギーの削減、

（ⅶ）リスクの低減、（ⅷ）情報の開示、（ⅸ）自主管理と監査、（ⅹ）おおぜいの参加、を運営

の原則としている。 

なぜ国産鶏を取り組むのかということについては「日本の気候風土に適した形質を有す種鶏と

して、育種鶏まで遡れること＝国内で育種鶏から種鶏まで保有し、親鶏を再生産できること＝」

を国産鶏種と定義し、国産鶏を選択する意味として「国産鶏は日本の気候風土に適応した形質を

保有し、「健康」的な飼育をすることに適しているといえます。また、育種改良も日本で行なわ

れ且つ日本で消費されることを想定しているといえます。また、生産者と共に消費する私たちも

この育成（安心して消費できる卵を産む健康な鶏づくり）に関与することが可能です。言い換え

れば（国民が）種の自主管理体制を保有することが可能だといえます。」従って「『安心して消費

できる卵を産む健康な鶏づくり』は国産鶏種であるとの考え方から国産鶏種を選択」していると

し、さらに「鶏卵・鶏肉の市場は圧倒的に外国種鶏で占めている今日、ＡＩ等に対する危険分散

の視点からも有意義であると共に国産鶏の市場シェアの拡大が望まれる。」と結んでいる。 

現在、国産鶏育種を応援し、国産鶏の鶏卵・鶏肉を消費している生協が生活クラブ生協をはじ

め全国各地にあり、食料自給力の向上に貢献している。これら消費者団体の増加が国産鶏利用拡

大の構築に不可欠である。特に生協のように組織された消費者の存在は推進力として役割は大き

い。 

  さらに、今後公立学校の学校給食にも、国産鶏の鶏卵・鶏肉を使用して、食料自給力向上を図

ることの重要性を認識させるような運動も重要と考えられる。 

 

③国産鶏普及組織の活用 

ⅰ卵用鶏「全国直売交流会」 

   持続可能な養鶏経営の中で、国産鶏飼育で自社生産の卵を付加価値卵として直売する経営こ

そ、生き残り繁栄できる道であるとし、国産鶏大手孵卵場は、卵の直売経営の実践者及び実践

希望者とともに、毎年「全国直売交流会」を開催している。本交流会参加者の直売場経営姿勢

の第一は、「日本の食料自給率向上を第一として純国産鶏飼育を明確に打ち出し、消費者の皆様

と交流を大切にして地産地消を実践し、鮮度・安全・安心な卵を食べていただきたい」の企業

理念であり、国産鶏普及拡大の観点から活動を続けている。 
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ⅱ肉用鶏「国産鶏種はりま振興協議会」 

国産鶏種「はりま」については、国内自給の推進、生産履歴が確認できる生産システム作り

等の理念のもと、生活クラブ生協連合会の取り扱う鶏肉生産用の種鶏として採用され、平成１

３年度より、その本格的な普及が開始されたが、その「はりま」の一層の生産振興・普及促進

を目的に、原種鶏生産を行う兵庫牧場、生産・流通・消費の関係者からなる「国産鶏種はりま

振興協議会」が設立されている。 

この協議会は、年間４回程度開催し、育種改良方針、生産・普及び消費等に関する意見交換・

情報交換等を行うなど、生産・流通・消費の三者一体となった活動を続けている。 

 

２ 種鶏の輸入停止等緊急時における国産鶏の役割 

 ＡＩの発生により、発生国からのＧＰ・ＰＳのひなの輸入停止が長期化する場合の生産・供給の

増強が重要である。 

 ＧＰの輸入停止等の非常時における国産鶏種のＰＳ供給の体制を示すと図２の通りである。 

 国産鶏種のＰＳひなの生産・供給は、卵用鶏種では岡崎牧場及び㈱後藤孵卵場において、肉用鶏

種では兵庫牧場において、それぞれ役割を果たすことが出来るが、現状における国産鶏種の種鶏ひ

なの生産・供給は限定されており、100％の生産・供給は出来ない状況にある。 

 国産鶏種のＰＳの生産・供給の強化には、(独)家畜改良センター・都道府県・民間の協力による

ＧＧＰ・ＧＰの増殖体制の構築が必要である。 

 同時に、これら育種資源の分散維持が需要となり、その体制を示すと図３の通りとなる。 

 

（１）卵用鶏 

卵用鶏の場合、民間種鶏場が７％程度のシェアを確保しているので、我が国の国産鶏の普及拡

大の視点からは、その支援が極めて重要である。このため岡崎牧場は、共同育種を通じた技術的

な支援と、育種効率の改善、更には種鶏の相互保有等を通じたリスク分散を通じた支援を図る必

要がある。更に、小規模な種鶏場や都道府県畜産試験場等に対する種鶏群の周年供給体制を整備

すべきである。 

また、緊急時の対応として、民間種鶏場と岡崎牧場は、大規模孵卵場が受け入れられるよう最

低でも１回雌１万羽ロットが確保できるよう、日頃から必要な種鶏規模の確保と長期貯卵技術の

確立を行うことが重要である。 

なお、民間種鶏場と岡崎牧場と合わせるとＧＰで２万羽程度保有しているので、緊急時におけ

る生産拡大により、年間１００万羽程度のＰＳの供給が可能である。 

 

（２）肉用鶏 

肉用鶏の場合、国産鶏の自給率は１％程度にとどまっており、種鶏供給のバックアップ体制の

強化という観点からは、こうした自給率を少しでも引き上げ、海外からの種鶏輸入のストップと

いう有事の際の影響を出来る限り少なくする努力が重要である。 
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  現在、特に有色の肉専用種の生産に関し、海外の育種拠点が特定の国に限定されているという

事情もあり、生産者の間で国産鶏種を確保・利用しようという機運が強くなっており、こうした

需要に対応した兵庫牧場等の供給体制の構築、更には、こうした国産鶏種の利用、有事の際のバ

ックアップを促進するようなネットワーク作りも重要と考えられる。 

  また、種鶏の輸入が民間種鶏場における種鶏の長期飼育利用等の対応でもカバーできない長期

間にわたって停止するような深刻な事態が発生した場合には、民間種鶏・ふ化場との合意形成に

より、兵庫牧場において、一時的に育種改良事業を圧縮してでも、原種鶏の増殖群を造成し、民

間種鶏・ふ卵場へ原種鶏を供給する体制の構築も検討する必要がある。 

  ただし、原種鶏の増殖からコマーシャル鶏生産といったプロセスを踏んでの増殖となることか

ら、最終的に本格的なコマーシャル鶏生産になるまでには最低でも２年～３年のタイムラグがあ

ることから、その間の繋ぎの供給体制について、今後、関係者において具体的な対応の検討が望

まれる。    

ちなみに、あくまで一つの目安ということで、非常時における増殖のプロセス、必要期間等を

モデル的に示すと以下のとおり。 

 

                                     所要期間 

原々種鶏 (ＧＧＰ)       増殖群造成２千羽             0.5 年程度 

（兵庫牧場）     （現在の「はりま」雌系の雌育種群５００羽程度） 

                  ↓ ×30（増殖率）          0.5～１年程度 

原種鶏(ＧＰ)            6 万羽 

（種鶏・ふ卵場）          ↓ ×50（増殖率）          0.5～１年程度 

種 鶏（ＰＳ）          300 万羽 

（種鶏・ふ卵場）          ↓ ×100（増殖率）         0.5～１年程度 

コマーシャル鶏          3 億羽(国内生産の半分程度カバー) 

（生産者）                            （計） ２～3.5 年程度 

 

３ 国産鶏利用体制構築への課題 

 国産鶏利用体制構築には、(独)家畜改良センター、都道府県、民間の各育種増殖機関の人材、施

設設備等の充実が重要である。 

 

① このため、育種場、原種鶏農場、種鶏場、ふ卵場の各施設設備の一層の改善拡充が必要であ

る。 

 特に外国種鶏の輸入停止等緊急非常時に対して国産鶏をもって対処するには、各機関組織への指

導、支援、資金面の助成の強化を図ることが重要である。 

② 国産鶏の利用拡大を図るには、国産鶏の鶏卵・鶏肉の消費拡大が重要である。 

 

③ 特に、海外からのひなの輸入停止が長期化した場合、緊急非常時に対処して国産鶏をもって

対処するには各機関、組織への指導、支援、資金面助成等の強化を図ることが重要である。 
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